
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策提言  

『ＣＬＴを核とした木材需要の拡大と地方創生の推進』  
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ＣＬＴを核とした木材需要の拡大と地方創生の推進 

 

我が国の森林資源は成熟化してきており、それを生かす今後の木材需要の拡大策として、

新たな建築資材であるＣＬＴに大きな期待が寄せられています。 

このＣＬＴを活用したモデル建築物は、全国数十箇所で整備が進み、また、各地域にお

いてＣＬＴに関する協議会が設立されるなど、その取組が広がっています。 

 

国におきましても、ＣＬＴの活用が盛り込まれた新国立競技場の技術提案書を採択し、

本年３月３１日及び４月１日には、ＣＬＴを用いた建築物の一般的な設計法等の告示が公

布・施行されています。さらに、６月にはＣＬＴ活用促進に関する省庁連絡会議が設置さ

れるなど、ＣＬＴに対する取組は着実に前進しています。 

 

今後、ＣＬＴを我が国に定着させて行くためには、建築基準法における基準等の拡大や

日本の気候風土に対応し、中高層建築物や大規模施設を整備するための設計・施工技術の

確立とＣＬＴの建築に関わる人材の育成を早急に進め、都市部における非住宅分野への新

たな需要の開拓を図っていく必要があります。また、ＣＬＴの普及に伴いまとまった木材

需要に対応するため、ＣＬＴパネル等資材の供給を行う関連産業の整備も不可欠です。 

 

新国立競技場をはじめとするオリンピック・パラリンピック関連施設や各地域で整備さ

れる公共施設などへのＣＬＴ等の木材の活用を契機に、都市部を中心により多くの建築物

の木造化を進めて国産材の飛躍的な需要拡大につなげることが必要です。 

一方、地方においてはＣＬＴ関連の産業クラスターを構築し、国産材の需要拡大に応え

ることにより林業・木材産業の活性化につなげていくことが必要です。 

ついては、このようにＣＬＴ等の木材の活用を通じて、都市と地方が連携して共に発展

する地方創生の好循環の仕組みを日本全体に拡大していくため、次の事項を盛り込んだ一

連の取組を一層強力に進めることを提言します。 

 

記 

 

１ ＣＬＴ建築に関する基準の拡大 

（基準強度のバリエーションの拡大、耐火基準の整備） 

２ 中高層建築に向けた技術研究の加速化 

３ ＣＬＴの需要拡大に向けた普及活動への継続的な支援 

４ ＣＬＴに関する人材の育成及びモデル建築物の整備への支援 

５ ＣＬＴパネル関連産業の整備への支援 

６ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック関連施設へのＣＬＴなど木材（国産

材）の率先利用 


